


































































(別紙）
Ⅵ　予算、収支計画及び資金計画

１　予算

   （単位:百万円）

区　　　　　　　　　分 　　　金　　額

収入

運営費交付金 50,557

自己収入 108,461

授業料及び入学金検定料収入 13,672

附属病院収入 92,785

雑収入 2,004

施設整備費補助金 18,995

受託研究収入等 5,347

計 183,360

支出

業務費 154,197

教育研究経費 6,980

診療経費 57,446

人件費 89,771

一般管理費 4,821

施設整備費 18,995

受託研究費等 5,347

計 183,360

〔積算にあたっての基本的な考え方〕

1 平成１８年度予算を前提として、６年間の予算を見積もっている。

2 物価変動やベースアップについては見込んでいない。

〔人件費について〕

1

2

〔運営費交付金の算定ルール〕

運営費交付金＝①＋②＋③－④

平成１８年度～平成２３年度　予算

　人件費の見積りについては、平成１９年度以降は、平成１８年度の人件費見
積額を踏まえ試算している。

　退職手当については、公立大学法人名古屋市立大学退職手当規程(仮称)に基
づいて支給するが、運営費交付金として措置される額は、各事業年度の予算編
成過程において名古屋市職員退職手当条例を基準として算定される。

　毎事業年度に交付する運営費交付金については、以下の算定ルールに基づ
き、それぞれの対応する方法により算定される。



① 【人件費】

・教職員等の人件費相当額

　　※経費削減率は、自己収入充当分を除いたものを対象

② 【教育研究経費】【診療経費】【一般管理費】

・大学の教育研究及び病院の診療活動に係る経費、施設の維持管理費等

　　※経費削減率は、物件費、補助費等の自己収入充当分を除いたものを対象

③ 【法人化新規発生経費】

・法人化に伴い新たに発生する経費（役員報酬・システム経費等）

④ 【自己収入】

・外部研究資金を除く法人の収入

注）運営費交付金は一定の仮定の下試算されたものであり、各事業年度の具体
  的な額については、予算編成過程において再計算され、決定される。

　　１８年度　　定数配分後所要額
　　１９年度～　経費削減率　△１％

　　１８年度　　　　実績を基に積算した見込額
　　１９～２０年度　経費削減率　△１０％
　　２１年度～　　　経費削減率　△　５％

　　１８年度　　所要額
　　１９年度　　１８年度×１／２
　　※１８・１９年度のみの経過的な措置

　　授業料等学生納付金
　　　　学生見込数により積算
　  診療収入
　　　　１８年度　　実績を基に積算した見込額
　　　　１９年度～　経営改善率　２％
　　　　※診療報酬改定が見込まれる年度は改定率△１％と想定して積算
　　その他収入
　　　　実績を基に積算した見込額



２　収支計画

   （単位:百万円）

区　　　　　　　　　分 　　　金　　額

費用の部 168,535 

経常費用 167,702 

業務費 156,386 

教育研究経費 5,145   

診療経費 56,123  

受託研究費等 5,347   

人件費 89,771  

一般管理費 4,821   

財務費用 -       

減価償却費 6,495   

臨時損失 833     

備品費 179     

固定資産除却損 654     

収入の部 169,333 

経常収益 167,801 

運営費交付金収益 49,371  

授業料等収益 13,672  

附属病院収益 92,785  

受託研究収益等 5,347   

雑益 2,004   

資産見返運営費交付金戻入 278     

資産見返物品受贈額戻入 4,344   

臨時利益 1,532   

物品受贈益 179     

債権受贈益 11      

資産見返物品受贈額戻入 688     

施設費収益 654     

純利益 798     

〔純利益について〕　

平成１８年度～平成２３年度　収支計画

　診療収入等に関する債権受贈益や、棚卸資産に関する受贈益等の影響によ
り、純利益が生じている。



３　資金計画

   （単位:百万円）

区　　　　　　　　　分 　　　金　　額

資金支出

業務活動による支出

投資活動による支出

財務活動による支出

資金収入

業務活動による収入

運営費交付金による収入

授業料及び入学金検定料収入

附属病院収入

受託研究収入等

その他の収入

投資活動による収入

財務活動による収入

Ⅶ　短期借入金の限度額

1 限度額

　２５億円

2 想定される理由

Ⅷ　重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画

　な　し

Ⅸ　剰余金の使途

Ⅹ　公立大学法人名古屋市立大学の業務運営等に関する規則で定める事項

-          

183,360    

164,365    

平成１８年度～平成２３年度　資金計画

183,360    

162,917    

20,443     

2,004      

18,995     

-          

　運営費交付金の交付時期と資金需要の期間差及び事故の発生等により、緊急に必
要となる対策費として借り入れすること。

50,557     

13,672     

92,785     

5,347      

　決算において剰余金が発生した場合は、教育、研究及び診療の質の向上並びに組
織運営の改善に充てる。



1 施設・設備に関する計画

・山の畑ｷｬﾝﾊﾟｽの整備検討調査

・救命救急ｾﾝﾀｰ開設のための施設整備

・市立病院医療情報共有化ｼｽﾃﾑの整備

2 積立金の使途

　なし

・薬学部校舎の整備 総額 施設整備費補助金

１８，９９５

施設・設備の内容 予定額(百万円) 財　　源

・校舎の耐震改修等

・外来診療棟の整備

※この計画は見込みであり、具体的な内容等については、各事業年度の予算
編成過程において決定される。

・大型医療機器備品の整備


